
 

 
2017 年 2 月 17 日 

アジアインターネット日本連盟 

 

 

「知的財産推進計画 2017」の策定に向けた意見 

 

＜要旨＞ 

現行著作権制度における権利制限規定は柔軟性に欠けるため、柔軟性の高い権

利制限規定の早期導入を求める。私的録音録画補償金制度の見直し等にあたっ

ては、コンテンツの利用実態の変化を踏まえた適切な制度設計を求める。イン

ターネット上のコンテンツの利用促進策の検討を早期に開始すべきである。リ

ーチサイト対策やサイトブロッキングなどの知財侵害対策にあたっては、表現

の自由や通信の秘密を踏まえた慎重な検討を求める。  

 

＜本文＞ 

１．イノベーション促進に向けた権利制限規定等の検討 

技術革新の著しいデジタル・ネットワーク時代における著作権制度は、変化

と多様性に対応でき、イノベーションの創出に寄与する制度でなければならな

いと考えられるところ、現行法における権利制限規定は個別具体的に規定され、

柔軟性に欠けるという問題がある。 

現在、文化審議会著作権分科会法制・基本問題小委員会 新たな時代のニー

ズに的確に対応した制度等の整備に関するワーキングチームにおいて議論され

ているが、限定的な内容の規定の追加ではなく、今後の新しいサービスに対応

できるような柔軟性の高い権利制限規定を、早急に導入していただきたい。 

 

２．持続的なコンテンツ再生産につなげるための環境整備 

 クリエーターへの適切な対価還元につながるよう、私的録音録画補償金制度

の見直しやこれにかわる新たな制度の導入が検討されている。かかる検討にあ

たっては、徒らに既存の制度の維持に固執するのではなく、近年のデジタル・

デバイスやサービスの発展に応じた、コンテンツ利用実態の大きな変化（特に、

利用者の手元で複製物の生じない、ストリーム型コンテンツ配信サービスの普

及と今後のさらなる発展）に目を向け、現状に照らした適切な制度設計を図る

べきである。 

 

３．コンテンツの新規展開の推進 

 コンテンツの利用促進を進めることは喫緊の課題であり、コンテンツの海外

展開その他の文脈で利用促進策が検討されている。 

 しかし、インターネット上におけるコンテンツの利用促進策の検討について

は、十分であるとはいえない。特に、サイマル・キャスティング（放送との同



時配信）やウェブキャスティングについては、アメリカやヨーロッパでは、放

送と同様、強制許諾や報酬請求権の対象となっているレコード製作者の権利等

について、日本では個別に許諾を得なければならないこととされており、サー

ビス提供が困難となっている。サイマル・キャスティング等については、総務

省「放送を巡る諸課題に関する検討会」や「放送コンテンツの製作・流通の促

進等に関する検討委員会」において議論はなされているものの、権利のあり方

に係る論点については議論が及んでいない。日本の法制度が海外に遅れること

のないよう、法制度の見直しについて早急に議論を開始し、早期に最適な制度

の実施を進めるべきである。 

 

４．デジタル・ネットワーク時代の知財侵害対応 

 リーチサイト対策やサイトブロッキングなど知財侵害対策の施策が検討され

ている。   

 インターネット上の海賊版対策は重要であるが、リンク行為への規制やサイ

トブロッキングを事業者に課すことなどは、悪質な業者とのいたちごっこにな

り実質的な解決が見込めず、単に情報流通に関わる事業者に過度な負担を強い

るおそれがある。また、該当施策は、インターネット上の情報の自由な流通を

阻害しインターネットの表現の自由を支えるインフラとしての機能を阻害した

り、通信の秘密の観点から問題がある可能性が否めない。 

 大元の違法サイトへの差止の実効性の確保や、これを運営する悪質な事業者

の資金源を断つアプローチなども含め、様々な角度から、また、インターネッ

ト事業者のみならず、あらゆるステークホルダーの連携の下、施策の検討を慎

重に進めて頂きたい。 
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